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⾃⼰紹介

⾼村学⼈
⽴命館⼤学政策科学部教授 博⼠（法学）
専⾨ 法社会学、⼟地法

本⽇は、この本を対象に
⼊会林野と所有者不明⼟地を

区別する必要性を説明

相続登記か委任の終了か
登記名義変更の原因

⼊会林野近代化法の求められる
場⾯も
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執筆
動機

所有者不明⼟地問題が成功したフレーミング
「持ち主がわからない⼟地が九州の⾯積を超えている」
＊最初の推計 東京財団（2014）

所有者不明⼟地の三分の⼀は、⼊会林野 ≒九州北部3県総⾯積

各種の法改⾰が実現
①所有者不明⼟地特別措置法(2018年)
②表題部所有者不明⼟地適正化法(2019年)
③⼟地基本法の改正（2020年）
④⺠法・不動産登記法の改正(2021年)   etc.
評価すべき点が多いが…

所有者不明⼟地問題への疑問
①過⼤な⾯積推計 実際には少ない不明者
②発⽣した共有者の数の膨⼤さを扱わずーアンチ・コモンズ論への無関⼼
③登記重視の傾向強化ーコンプライアンス型法化社会
④⼊会地とそうでない共有地を区別せず

相続登記義務化の記名共有名義への影響
表題部所有者不明⼟地法による字名義地等の適正化

⑤「複雑な権利関係＝所有者不明⼟地」 から「複雑さを紐解くことこそが
解決」へ 3



講演の流れ

1.⼊会権・⼊会林野とは何か？

2.所有者不明⼟地問題の法改⾰の⼊会林野への影響

3.⼊会地と所有者不明⼟地を峻別する必要性

ー相続登記と委任の終了

4.⼊会林野近代化法の現在と可能性

5.まとめと今後の展望
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1.⼊会権・⼊会林野とは何か？
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⼊会権・⼊会林野の起源
近世の柴草刈り慣⾏ ⽥畑の草肥のため広⼤な草⼭が必要
村々⼊会が語源 村に領主が慣習的権利を承認 薪炭材や⽤材の採取も
林野の地盤への所有権の観念なし
明治⺠法における⼊会権の保護

地券交付・官⺠有区分(1874年〜)により⼊会林野の多くは官有に
紛争・訴訟の多発 名⽬上の所有者vs⼊会慣習

明治⺠法(1898年)  
地役的⼊会権(294条) 他⼈の⼟地や公有地から⽤益する慣習的権利
共有⼊会権（263条） ⼟地所有権が⼊会権者・⼊会集団に総有的に帰属

不動産登記法(翌年施⾏)とのズレ
⼊会権を登記できる道を開かず ①恒久的権利ではないと考えられたため

②近世村が⾮法⼈のインフォーマルな単位に 所有主体になれず
＊他⽅で、ドイツのような効⼒要件主義を取らなかったので、地券の持主による所有権保存登記は義務ではなく権利

妥協としての多様な登記名義形態
①代表者名義、記名共有、社寺 etc…     =所有権登記あり
②旧村名義(字名義)、○○左衛⾨外何名（無記名共有) etc.  =所有権登記なし
③官有地、公有地、財産区 地租免除、村々⼊会の境界未定を背景に

1.1 ⼊会林野・⼊会権とは何か
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入会権者の山日役による熊よけネット設置
京都府美山町にて2020年4月撮影

京都府美山町での集落調査 2019年8月

入会林野(=濃い灰色)がまとまっている場所

1.2 なぜ存続しているのか
①地理的条件とスケールメリットー京都府南丹市美山町10集落調査から

植林等に伴う機械的均等割
は施業困難地に

地理的条件
道から遠い、傾斜が強い
区画が大きい

他方で森林経営計画
に組み込みやすい

イメージ図



1.2 なぜ存続しているのか ②お⾦の出⼊りと登記名義とのズレ
「今も⼊会権という権利があるのですか?!」
⼊会権へのイメージ 柴草刈り・薪炭採取 地役的⼊会権中⼼
実際の姿 林地を所有・森林組合対応・会計報告・役員引継
お⾦の出⼊ 固定資産税・森林組合賦課⾦

間伐収益・賃料（送電線等）

現代における⼊会権の意義
⼊会権の永遠の課題

①総有＝⼊会の共同所有関係は、法⼈・社団と共有の間に位置
②⼊会集団＝地縁団体でないことも 認可地縁団体は万能薬でない

→所有権登記できる法主体になれない
名⽬上の登記名義は、常に実質(＝総有)とズレ

⼊会権の現代的な意義＝登記名義の補正機能
かつての紛争の典型例

①登記名義⼈が勝⼿に⼊会地を売却
②離村者の⼦孫が共有持分を相続したと主張し、⾦銭要求・共有地分割請求
⇒いずれも⼊会権を主張すれば裁判で無効に
今⽇ 所有者不明⼟地問題の法改⾰やコンプライアンスのため、登記に基づき所有者を確認する傾向に
①記名共有名義の場合、全ての登記名義⼈の全相続⼈から伐採につき同意を得るべきか？
⇒⼊会権が存続する場合、真なる所有者は現在の⼊会権者・⼊会集団=合意を得る相⼿

京都府美山町にて2020年4月撮影



1)⼊会権への⼀般的なイメージ
柴草刈り・薪炭採取の権利＝地役的⼊会権中⼼
資源利⽤の⼊会慣⾏が消滅すると、⼊会権も消滅
ゆえに消滅している筈
2)⼊会林野の利⽤内容と判例・学説による⼊会権の定義の変遷

①柴草⼭としての草肥利⽤
②雑⽊林からの薪炭材採取
③杉・ヒノキの⼈⼯林経営
④借地としての契約利⽤
⑤パッシブな環境保全
3)現代の⼊会権論
従来の法学説 ⼊会慣⾏(資源利⽤)と⼊会慣習とを概念的に混同

⼊会権＝眼に⾒える権利としての⽀配あり＝登記の必要なし
本書の説明
⼊会慣⾏ 不法投棄・倒⽊等の異変発⾒のための⼭への⽴ち⼊りも含む
⼊会慣習 権利への集団的統制（総会・財産⽬録引継・会計）

⇒資源利⽤の慣⾏なき⼊会慣習の存続もある
共有⼊会権は、所有権ゆえに容易に消滅しない
⼊会権＝眼に⾒えない権利に 逆に今⽇、登記の必要性が⾼まる

所有者不明⼟地問題により登記名義⼈を真なる所有者と扱う傾向が強化
逆説的に⼊会権を持ち出したり、登記できるようにする必要が⾼まる

1.3 入会権の理解と必要性

時代の変化に伴い変化・拡大してきた



相続⼟地国庫帰属法
⼭林等の相続⼟地の国庫帰属の承認を法務局申請する書類に
⼊会林野近代化法が規定する「⼊会権が設定されているか、設定されていないか」のチェック項⽬

＊森林経営計画の認定、森林経営管理権の設定等も
⇒⼊会林野整備担当の課に問い合わせが増加

背景（推測）
①所有者不明⼟地問題の法改⾰で公的書類・デスクワーク中⼼主義に
②⼊会権＝⺠法上の慣習的権利の筈 *近代化法への⾔及所管省庁・担当課の明⽰のため？

公的書類・資料から⼊会権存続を判定できるか？
1)⼊会林野近代化法を⽤いて⼊会林野整備実施済みの場合

⇒⼊会権消滅の⼿続を経ているので、「⼊会権が設定されていない」と判断できる
2)それ以外ははっきりした判断は難しい≒どちらもチェックできず ⇒「わからない」の項⽬が必要
各県の⼊会林野台帳 林野庁（1992,93,94）全国調査の際に策定
限界①10ha以上の林野を持つ⼊会集団のみ調査 ⼩規模は対象外台帳にない地域に⼊会権は

ないとは⾔えない 調査⾃体も地元の協⼒度合に依存
限界②⼊会権は慣習上の権利。台帳にありとなっていても、今⽇も存続しているかは不確か

1.4 ⼊会権存続の判断ー⼊会権は設定できる？ 相続⼟地国庫帰属法
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登記を⾒てもわからない 逆に誤解してしまう 払下、譲与、売買、相続、贈与等による所有権移転の記録
現地調査と注意点

集落の年⻑者、地縁団体の⻑、⼭や歴史に詳しい⽅に聞き取り
注意点 「⼊会権がありますか？」と質問しても意味が通じない場合がある

理由① ⼊会権は法律専⾨⽤語
「あなたは、権利能⼒なき社団の代表者ですか？⺠法上の組合ですか？」という質問と同じ
理由② 権利は侵害されて初めて意識するもの ⽇照権が普段意識されないのと同じ

実際の法意識 「昔からなんとなくそうしてきた」
理由③⼊会林野は、実際には部落有林、共有林、区有林、財産区有林等の呼称

ただし、呼称と登記名義形態が⼀致しないことも多い。
1960年代まで政府は、「⼊会権」という⾔葉を使わず、部落有林野と呼んできた

＝私権を認めない⽴場だったので ⼊会権公権論
⼊会権存続の判断基準=⼊会権の共通観念

 ①昔からの住⺠達の⼭、 ②分割相続の対象外 、③登記に対する取り決めの優先
センサス(1960〜2000年)で⽤いられてきた慣⾏共有の判断基準

ア) ⼭林からの収⼊を部落費や部落の公共事業に使う、イ)昔からのしきたりによってもっていたり、利⽤している
ウ)権利者になるための資格が部落に住んでいるものに限られる のいずれかを満たすもの

⇒このようにわかりやすい、意味が通じる質問に置き換えて現地調査する必要がある。

1.4 ⼊会権存続の判断ーそれでは、どのように？
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1.5 地縁団体と入会集団の重なりとズレ

川島他編『⼊会権の解体Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ』(1959,61,68)の想定
①→②→③が歴史法則
⼊会林野近代化法(1966年)により③への移⾏を促進＝近代化＆私有財産化

今⽇の趨勢（逆コースへ）
②に留まる集落が多い ⼊会権を持たない移住者(よそ者) が区役員の被選挙権がない集落も
③が経営破綻し、①に戻る集落も増加 認可地縁団体へ 移住者包摂の理由も＝領域財産化

逆に旧住⺠で財産管理を継続したいので③を継続する場合も
→⼊会林野の財産的価値が低下しても集落運営のメンバーシップ・構成原理に与える影響はなお⼤



⼊会林野近代化法(1966年制定)とは
⽬的①⼊会権を消滅させ、⼟地所有権(登記)と⼊会権(慣習上の⽤益権)の⼆重性を解消。

②登記名義の適正化名義更新が困難になった代表者名義・共有名義や変則型登記の解消
⼿法・⼿続

①知事の整備認可＆嘱託登記で元⼊会権者らに⼟地所有権を与える。
②⼊会地の登記名義およびその相続⼈は、関係権利者として整備前に同意を得る必要

ただし、登記申請のような印鑑証明等は不要 字名義地の関係権利者は市町村⻑
近代化後の所有形態 ①個⼈分割、②⺠法共有、③⽣産森林組合（法⼈）のいずれか。
⼊会林野近代化法を⽀えた前提認識
①部落有林野の私有財産化こそが林野の⾼度利⽤。②林野所有を地縁団体（部落・集落）から分離すれば、合理

的な林業経営が実現 ③⼊会集団が近代化を選択する筈

近年のよくある声（実定法学者＝法律中⼼主義）
①なぜ近代化法があるのに⾃ら整備しなかったのか ②⼊会権が明確でないので整備しなかったのでは
実際の法運⽤と⾮選択の理由

①⾯積規模が⼤きい集団のみに⾏政が働きかけ、②地縁団体と⼊会集団の分離が進まぬため選択
されず、③登記のことは今ほど重視されていなかった＝分収造林をしない限り困ることもなかった

1.6 ⼊会林野近代化法が⽤いられなかった理由
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『⼊会権の解体Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ』の考え⽅
解体・消滅の動因 個別的権利主張の⾼まり
⼊会権消滅の判断基準

共有持分に基づく権利主張に⼊会集団が屈
した場合に消滅

消滅後の権利関係
総有から通常の共有に移⾏
共有持分に基づく共有物分割請求権の⾏使が可能
ゆえに個⼈分割され、私的所有に

現代における⼊会権消滅の新たなパターン
解体・消滅の動因   誰も利⽤しなくなる

    ⼊会権消滅の判断基準
①⼊会地を共同所有しているという共同意識が全員から

失われる
②登記上の権利こそが真なる権利と考えるようになる
③当該林野の権利変動を統制すべきという観念が全員から消滅
いずれも当てはまる場合に⼊会権は消滅

消滅後の権利関係
不明 ゆえに⺠法改正や表題部不明⼟地法に基づき権利処理
旧⼊会地がマイナス価値の場合、登記名義⼈等に負担が
負の共有地問題という新しい社会的ジレンマが発⽣ 未知の課題

1.7 現代における⼊会権消滅の判断基準ー消滅もありうる
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2.所有者不明⼟地問題の法改⾰
の⼊会林野への影響
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2.1.1 所有者不明⼟地の⾯積推計 ⼀連の法改⾰の⽴法事実
表1 地籍調査(2016年度)における地⽬毎の調査結果 出典所有者不明⼟地問題研究会(2017)

所有者不明⼟地の定義＝「不動産登記簿等の所有者台帳により、所有者が直ちに判明しない、⼜は判明しても所有者
に連絡がつかない⼟地」 ⼊会地もこの定義に該当 20.1% ＝九州の総⾯積

①誇張された⾯積 地籍調査の枠組みで「最終的に所在不明」は、0.41% 
②増加傾向の仮定 先⽴つ調査との⽐較なし。 Ex.東京財団(2014)   ⼭林の価格＜登記費⽤ なら未登記と仮定

今後の増加を予測。 しかし、農地の未登記は⼟地改良事業により減少
③登記のみの調査 利⽤の実態は調査されず Cf.農林⽔産省(2017)  相続未登記農地の94.6%は耕作されている
④未登記の理由が調査されず

2.1 所有者不明⼟地とは何か︖ー⽴法事実の再検討
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司法書⼠連合会会⻑ 今川嘉典
「所有者不明⼟地の数については疑問に思っていました。」「司法書⼠の感覚

からすれば、調査をすれば、ほとんどの⼟地は所有者も把握できるし、その所在の
把握もできるのだと思ったわけです」 佐久間他(2021:16)
所有者不明⼟地特別措置法(2018年制定)のモデル事例構築の実際
地域福利増進事業のための利⽤権設定をメニューとして導⼊
2019〜21年度 モデル事例構築推進調査
15件が採択 コミュニティ・ガーデン、タケノコ掘り、防災広場 etc.
しかし、その多くは、途中で所有者が判明したり、所有者不明と断定できるまでに⾄らな
かったりしたため、途中で断念
利⽤権設定できたのは、1件 新潟県粟島浦村 同⾃治体が実施主体

2.1.2 実務家の声＆モデル事例構築調査の実際
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所有者不明⼟地の定義 登記上の名義・住所と実所有者のそれとの不⼀致
①所有者の所在不明

取りうる探索⼿段を尽くしても所有者がみつからず≒失踪
②相続未登記

数として多いが、問題がない場合も多い。Ex.配偶者に先⽴たれた
③相続未登記累積型

何代にも渡って未登記。相続⼈＝共有者の膨れあがり
④⼊会慣⾏に由来する記名共有地=メガ共有地

登記名義⼈が数⼗名以上=「記名共有」
相続⼈が1,000⼈以上も=メガ共有地
ただし集落の共有林として認識・管理されている場合も多い。

深刻なのは、③と④。しかし、いずれも問題なのは、共有者の⼈数の膨⼤さ＝アンチ・コモンズ

2.2 所有者不明⼟地の分類
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2.3 真なる要因としてのアンチ・コモンズ
2.3.1 ヘラーのアンチ・コモンズ論

19

あまりにも多くの所有権者が⼀つの物、⼀定の地域内に発⽣してしまうと、その合意
形成の困難さのため、望ましい利⽤が不可能となってしまう社会的ジレンマ

累乗的な合意形成コスト＞利⽤価値

アンチ・コモンズ
の悲劇

細分化した権利も所有権であるため強く保護され、共有物の変更には全員⼀致が必要
各⾃は細分化した権利しか持たないため、誰も合意形成のためのコストを引き受けない



2.3.2 アンチ・コモンズ論の⽇本への応⽤

20

零細分散錯圃型
アンチ・コモンズ

入会地の分割による
⇐機械的均等割型
アンチ・コモンズ

多数共有者型アンチ・コモンズ
所有者であった⾃覚がないため権利主張は稀

不在かつ数の多さが合意形成をブロック

ヘラーの想定 いずれも法外な補償⾦を求める拒否権プレーヤー出現型アンチ・コモンズ



世界史の法則とアンチ・コモンズ論の歴史理解

図1  『⼊会権の解体』の歴史法則 図2  アンチ・コモンズ理論に基づく歴史理解
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2.4 ⺠法・不動産登記法等の改正でのアンチ・コモンズ問題への対応
法改⾰のフレーム アンチ・コモンズではなく、「所有者の不明化」

⼊会地と通常の共有を区別せず、登記だけみる
↓

法改⾰の内容
a)新たな共有法(⺠法) 共有物の管理・変更につき共有者の不明が確定できた場合、

不明共有者の持分を合意獲得が必要な分⺟から外せる
b)相続登記の義務化 不明共有者の発⽣を予防 *ただし、⼊会権は相続財産ではない

不明共有者と不在共有者の違い
①不明共有者 「探索を尽くした結果、所在不明が確定できた相続⼈」 少数かつ確定困難
②不在共有者 「どこかにいるらしいことは定かである相続⼈」 膨⼤な⼈数
⺠法改正が念頭においたアンチ・コモンズ ②不明共有者の存在による意思決定の不可能性
残った課題 ①不在共有者の増殖につき新たな特別ルールを設けず

②共有地に⼊会権が成⽴する場合は、総有＝明確な持分⽐率は観念されず
ゆえに新たな共有法は使えず
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表題部所有者不明⼟地とは
法律の定義 権利部の登記がなく、表題部所有者欄も正常に記録されていない変則型登記の⼟地
➡所有権者が定かでないので、⼟地の処分や権利関係の設定が困難
Cf.中尾(1974)   変則型登記は、⼊会地であることの推定根拠

表題部所有者不明⼟地の割合
法務省・平成29〜30年の全国52万筆のサンプル調査 1.17%が表題部所有者不明⼟地
内訳
①住所の記載なき⽒名のみの⼟地 85%
②記名共有地(○○外何名＝無記名共有地と呼ぶのが適切) 3%
③字名義 11%

表題部所有者不明⼟地の登記及び管理の適正化法(2019年制定)のポイント
①登記官に職権による所有者探索の調査権限を付与
②探索委員としては⼟地家屋調査⼠が中⼼的な役割
③調査結果に基づき、登記官が変則解消のための登記を⾏う。
④所有者が特定できない場合は、その旨を登記。特定不能⼟地管理者の選任を裁判所に請求可

2.5 もう⼀つの所有者不明⼟地としての表題部所有者不明⼟地
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⼊会地に多い所有権登記なき変則型登記＝表題部所有者不明⼟地

通常の登記事項証明書

表題部＝権利の客体
権利部＝権利の主体
のそれぞれが記載

変則型登記=権利部がない
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83.8%

83.8%

80.8%

86.6%

38.8%

81.9%

80.7%

80.0%

74.4%

8.3%

11.4%

19.2%

11.0%

46.0%

7.2%

15.5%

0.0%

18.2%

7.8%

4.8%

0.0%

2.4%

15.2%

10.8%

3.7%

20.0%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

代表者名義(n=204)

記名共有(n=587)

社寺(n=26)

各種組合・法人(n=82)

字・部落・区(n=289)

財産区(n=83)

市町村(n=161)

国・都道府県(n=5)

合計(n=1437)

所有権登記あり 所有権登記なし 調査項目記入なし

⼊会地の様々な所有名義形態と所有権登記の有無



3.⼊会地と所有者不明⼟地を峻別する必要性
ー相続登記と委任の終了
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3.1 登記とは何か？ ⼟地登記簿の内容
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表題部＝権利の客体である⼟地
の場所・⾯積・地⽬を同定

権利部＝権利の主体を公⽰
甲区＝所有権者を表⽰
⼄区＝所有権以外の物権を表⽰

＝⽤益物権(地上権等)と抵当権
権利の主体は、⾃然⼈か法⼈
共有の場合 各共有者の持分⽐率も登記

共有持分は⾃由に譲渡可
＊⼊会総有は、持分⽐率がない特殊な共有

所有権や共有持分の移転には原因が必要書き込まれる

登記制度の役割
所有権や他の物権を有する者を公⽰する制度
①登記が効⼒を⽣むのではなない

ドイツ 効⼒要件主義=登記により所有権が移転
 ⽇本・フランス 意思主義  意思の合致で所有権が移転

対抗要件主義 ⼆重譲渡の場合、登記を先に
した者に所有権が移転  

②ゆえに所有権登記は義務ではなく、権利
＊地券を得た後、所有権保存登記をしなかった⼊会地も

多い ＝表題部のみの所有者不明⼟地扱いに
相続登記義務化が開始。しかし、この原則は変わらず
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10,113

3,548

1,530

2,474

70

13,698

1,713

883

0 4,000 8,000 12,000 16,000

共同(≒記名共有)

社寺

生産森林組合

生林以外の各種団体・組合

会社

ムラ旧市区町村(≒字名義地)

財産区

所有山林なしで借入林のみ

133,858

33,034

121,995

120,849

3,601

317,545

270,782

53,026

0 100,000 200,000 300,000

共同(≒記名共有)

社寺

生産森林組合

生林以外の各種団体・組合

会社

ムラ旧市区町村(≒字名義地)

財産区

所有山林なしで借入林のみ

2000年農林業センサス（慣行共有調査）の名義区分別の集団数と保有面積の再集計

名義区分毎の集団数(N=34,029) 名義区分毎の保有山林合計面積(ha))

センサス個票データに基づき再集計



1)他⼈の⼟地に対する地役的⼊会権の登記
不動産登記法 ⼊会権を登記できる⽤益物権として列挙せず
ただし、登記できない理由は不確か ①⺠法と不動産登記法の起草者梅謙次郎は、地役権として⼊会

権を登記できると考えていた ②登記できるとした判例や法案の準備も
その後の説明 ①恒久的権利ではないので登記に馴染まない

②判例で登記なくして対抗できる権利に

2)共有⼊会権に基づく所有権登記
共有⼊会権＝総有 総有は法⼈でもなく、共有持分も明確でないので法主体として所有権

登記できず
妥協策としての所有権登記の名義 代表者名義、記名共有名義、社寺etc..
⼊会集団の法実践 規約で登記は名⽬にすぎないことを明記、無断譲渡も禁⽌
登記制度にあわせる必要

①共有名義 共有持分の⽐率の明記
②登記名義⼈の死亡に伴う名義変更の原因 相続、売買、譲渡etc.

3.2 ⼊会地にとっての登記ー永遠の課題
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過料の対象外となる「正当な理由」 法務省・令和5年9月12日付け法務省民二第927号通達
(1)相続人が極めて多数に上り、かつ、戸籍関係書類等の収集や他の相続人の把握等に多くの時間を
要する場合

相続登記申請の義務化 2024年4⽉から 未登記への過料 2027年4⽉から
⼊会には共有名義が多い。名義更新がずっとなされていない集団も多い →法改⾰で「メガ共有地」と命名
個⼈名義にも名義更新なしが多い。
真⾯⽬な⼊会集団 罰則を恐れ名義更新へ 司法書⼠・⾏政への相談増

これまでの名義変更は相続が登記原因 ゆえに相続登記を⾏うべきと観念
法務局 所有者不明⼟地特別措置法に基づき、⻑期相続登記等未了⼟地に相続登記を促す事業開始

⼊会地とそうでない⼟地は区別せず 登記だけを⾒るので
所有不動産記録証明制度 2026年4⽉から 共有持分も含め被相続⼈の全不動産がわかるように

都会の相続⼈から持分引き取りの相談増加も

3.3 相続登記の義務化と過料適⽤
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表2 慣行共有の所有名義と集団数(1960年センサス)
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3.4  記名共有名義・多数共有者型アンチコモンズ発⽣の歴史要因

昭和49年全国⼊会慣⾏調査 ⿊⽊他編(1975)を再集計

『入会権の解体』の説明
個別的権利主張の高まりが共有名義の
選択へ

所有者不明土地問題での説明
吉原(2017)『人口減少時代の土地問題』

「相続未登記という個人の小さな放置の
積み重ね」

本書の説明
旧村名義地（字名義地）の公有地編入

政策の推進が記名共有名義への離権を促進
入会地が最も奪われにくい登記名義を選択

名義変更をあえて凍結する場合も
その後、それが足枷に

新説 公有地編入政策がアンチ・コモンズ
を逆説的に生み出した



通常の共有
①明確な持分⽐率がある。
②共有持分は、各⾃が⾃由に譲渡できる。抵当権の設定も
③共有物分割請求権を⾏使し、個⼈分割を裁判所に命じてもらうことも
⇒ゆえに、相続財産の対象となる 遺産分割がなされないと共有者の数が増加

総有
①明確な持分⽐率は観念されない
②⼊会集団の権利の統制が優先 登記上の共有持分の譲渡も集団が統制

共有物分割請求権も⾏使できない
③代替わりに伴う⼊会権者の資格継承も⼊会集団の承認に基づく
④登記上の名義は、⼊会集団からの委任に基づく 名義⼈死去は「委任の終了」
⇒ゆえに、相続財産の対象とならない 登記名義変更の原因も委任の終了
⼊会権が存続する⼟地に相続登記を促すのは間違い 義務化・罰則の対象外

⼊会地と通常の共有地を峻別すべき理由は明⽩

3.5 総有と共有の違いー相続登記を促すのは誤りである理由
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委任の終了
1970年中頃から 権利能⼒なき社団（同窓会、⾃治会、クラブ等 法⼈ではない）が代表者名義等で

所有している不動産の登記名義変更の原因として⽤いられるように
考え⽅ 登記名義⼈の個⼈財産ではなく、社団からの委任により登記名義⼈になっているだけ

代表者単独ではなく、共有名義の場合も同様に
＊⼊会集団・総有のための制度ではない。権利能⼒なき社団の法技術を借⽤する形

委任の終了に基づく登記名義の変更申請の⽅法 ＊詳しくは正影(2019)を
登記義務者 旧登記名義⼈ ＊死亡の場合は登記名義⼈の相続⼈
登記権利者 新登記名義⼈
申請書類 団体の規約や決議に基づき新登記名義⼈として委任されたことを証明

＊旧登記名義⼈死亡の場合は相続⼈の同意書・印鑑証明書・実印等が必要

相続・相続登記との違い
委任の終了という考え⽅を取らない場合 相続⼈から相続放棄・権利放棄してもらう形に
相続登記により代替わりに伴う名義を変更していくと、持分権意識が強まる

⇒名義更新の際に権利主張・⾦銭要求を招きやすくなる ⼊会・総有の観念が薄まっていく

3.6 委任の終了の⽅法と相続登記との違い

33



司法書⼠等に伴う課題
「委任の終了」を⽤いた仕事をすることが少ない
これまでの名義変更の原因が相続登記だと、次も相続登記と考える
権利能⼒なき社団の法技術を⼊会に⽤いた経験がまだ共有されていない

委任の終了そのものに伴う課題
登記原因から 個⼈財産ではなく、団体財産との推定は働く

ゆえに個⼈財産と勘違いしての売買・抵当権設定・差し押さえ等を予防できる
ただし、実際に売買されると、委任の終了という登記原因により⼊会団体は保護されない

登記の外観＝所有権を持つ登記名義⼈の存在を信じた第三者（購⼊者）が保護される

アンチ・コモンズに伴う課題
名義変更が⻑期なされてこなかった場合 全相続⼈を探索し、登記の共同申請に協⼒してもらう必要

⇒⼊会林野近代化法が求められる場⾯に

3.7 委任の終了に伴う課題

34



4.⼊会林野近代化法の現在と可能性
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⼊会林野等に係る権利関係の近代化の助⻑に関する法律(1966年制定)
⽴法背景 ⽊材の不⾜・⾼騰 再造林から拡⼤造林へ

林業基本法(1964年) ⽊材需要に応える林業の⾼度化を
⽴法の認識 慣習的⼊会権と登記名義の不明瞭さが林野利⽤の⾼度化を妨げに

個⼈分割することで林業経営による所得増
細分化問題指摘のため⽣産森林組合も選択肢に 誘導も

近代化法による整備の仕組
林業・農業の⾼度利⽤に資する⼊会林野整備計画を対象
⼊会権の権利関係の近代化に伴う⼿続・費⽤を⾏政が⽀援
字名義等の変則型登記の解消 、⻑期の名義未更新の記名共有地問題の解決も⽬的
整備後の主体は、①⽣産森林組合(法⼈)、②共有、③個⼈有 ⼊会権は消滅

 ⽬的は、あくまで近代化の助⻑ ⼊会集団による整備の要望が前提

4.1 ⼊会林野近代化法の⽬的と内容
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図5 全国の⼊会林野整備件数の推移（横軸は年度）
出典 令和4年8⽉林野庁林政部経営課「⼊会林野等整備の現状」

表6 整備済⾯積率 表7 整備済集団率 表8 整備⾯積の平均

出典 1960年センサス(慣⾏共有)と令和4年8⽉林野庁林政部経営課「⼊会林野等整備の現状」

4.2 これまでの整備実績



n これまで 整備⼿続コスト ＞整備によるメリット により整備を先送りしていた集団から
+登記名義の適正化要求の⾼まりのため

整備を求める声があがってくる可能性
n 昨今の所有者不明⼟地問題に伴う法改正は、⼊会権の存在を前提にせず
⼊会権を前提にした権利転換・名義整理は、近代化法のみが可能

n 権利関係の整理に加え、境界確定・地積更正(測量等)も実際には必要に
n 近代化法では知事の⾏政処分・嘱託登記により⼀括して権利転換・登記更正
n ⺠法・不動産登記法ベースの登記名義変更には、

弁護⼠費⽤・登記費⽤等の負担が⼤きい
⾏政に関与・⽀援してもらう⽅が地元で話を進めやすい

n ⼊会集団・地縁団体にて林野管理が継続している場合は、⼊会林野近代化法による整
備対象に

4.3 なお今⽇、近代化法が求められる場⾯
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論点1  離村者が登記上の共有名義に名前が残っている場合の⼿続
運⽤マニュアル上 ⼊会林野近代化研究会(1980)『⼊会林野の⾼度利⽤』
①離村失権ルールでない場合 不在共有者全員の同意書が必要
②離村失権ルールの場合 不在共有者全員から確認書が必要

不明共有者の扱い ①の場合 家裁に不在者財産管理⼈選任を請求
②の場合 不明が判明・確定すれば、それでＯＫ

実務の現状 最近の所有者不明⼟地特別措置法のように探索⽅法、不明
認定の基準がはっきりしていないため、どのような⼿段でどこまで探索すべきか、不
明瞭 そのため整備が⾒送られることも *林野庁(1994)『報告書』

森林経営管理法では、所有者不明特別措置法に準じた所有者探索⽅法に

求められる点 最近の⽴法を踏まえた探索・意思確認⽅法の明確化・簡素化
各県の⼊会林野整備担当者の相互事例照会の活発化

4.4 ⼊会林野近代化法の運⽤に関わる論点 その1
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論点2 整備後の形態としての⽣産森林組合の魅⼒低下
共有では不安定
個⼈分割では細分化問題

ありうる誘導 権利能⼒なき社団の法技術の借⽤
 整備の過程 規約化により旧団体を権利能⼒なき社団へ再編
整備後の登記名義 社団から委任された者へ所有権移転
その後の登記実務 委任の終了により名義変更
法⼈化を希望すれば、⼀般社団・財団法⼈等も選択肢に

私有林の寄付の受け⽫・集約化機能も期待するなら新たな法⼈制度の構想も
京都府美⼭町調査(2018,19年)からは、10集落中 7集落が集落を離れた者の私有林寄付を受け

⼊れ、⼊会財産に編⼊
現状では優遇措置なし
今後、「国⼟の管理構想」「農村RMO」「農村漁村活性化計画」「最適⼟地利⽤計画」等

でこういった点を話し合う必要も ⇒粗放的利⽤・共同放牧への転換コアとしての⼊会の可能性

4.4 ⼊会林野近代化法の運⽤や内容に求められる点 その2
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5.まとめと今後の展望
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⼊会権は、いずれ解体・消滅する
と⼤昔から⾔われてきた

ただし、↑のような単純なコースを辿らず 四つの⽅向・類型へと変化
 類型に基づく把握・法理
*粗放的利⽤再評価の動きも

5.1 今⽇、求められる⼊会林野・⼊会権の理解
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さしあたっての対応
⼊会集団 相続登記ではなく、委任の終了
相続⼈多数の場合 罰則適⽤の対象外

中⻑期的課題に取り組むチャンス
      登記名義の更新 関⼼の⾼まり、地元からの相談は、千載⼀遇のチャンス

先送りするとより困難に
委任の終了に取り組むことで団体規約の整備
⼊会地へのビジョン形成 林業だけでなく、環境林や獣害対策の家畜放牧も

所有者不明⼟地問題に伴う法改⾰・⺠法改正
共有持分⽐率が明確な場合＝⼊会権消滅の場合に適⽤可能
相続⼈の探索を尽くし、不明を確定できた場合に特例適⽤

  ⇒なお残る⼊会林野近代化法の出番、求められる法運⽤の進化

5.2 相続登記義務化への対応と考え⽅
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5.3 今後求められる令和の全国⼊会慣⾏調査
本の限界 2000年センサスの⼆次分析が中⼼ ⼀部、2015年農業集落調査を活⽤
⽇本のポテンシャル ⼊会の全数調査は恐らく⽇本のみ

明治26年、昭和10年、昭和49年の三つの全国⼊会慣⾏調査
令和の⼊会慣⾏調査の案
標本台帳 林野庁(1992,93,94)の全数調査 or センサスの5年毎の農業集落調査
調査項⽬
①登記の状態（所有権登記の有無と時期、名義形態、共有者数、名義更新）
②登記や⼊会権に対する法意識や知識
③離村権利者の有無、権利の具体的な内容(登記上の権利だけでなく、多様な権利内容・関与があり

うる)、実際の離村者と⼊会集団の関係
④⼊会集団と地縁団体との関係（領域やメンバーシップの重なり、組織間関係、財政関係)  ⑤移住

者の権利（地縁団体への参加の実質も）
⑥資源利⽤の状態
⑦隣接する私有林との地役的な相互関係（森林経営計画での統合、古道・林道の管理やアクセス、

私有林も含む林産物採取の慣習⽤益権的アプローチ）
⾃治体から調査依頼があれば、積極的に引き受けます!! 
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